
 

経営発達支援計画の概要 

実施者名 

（法人番号） 

秩父商工会議所（法人番号 ２０３０００５０１５１９５） 

秩父市（地方公共団体コード １１２０７１） 

横瀬町（地方公共団体コード １１３６１１） 

実施期間 令和６年４月１日～令和１１年３月３１日 

目標 

（１）小規模事業者への情報提供と事業計画策定支援を行い、計

画経営を推進 

（２）創業支援と事業承継支援を行い、新たな活力の創出と事業

の存続 

（３）観光誘客の推進に対応するための商品開発支援 

事業内容 

３．地域の経済動向調査に関すること 

①国が提供するビッグデータの活用 

②景気動向分析 

４．需要動向調査に関すること 

①地域内消費者アンケートの実施 

②地域外消費者アンケートの実施 

５．経営状況の分析に関すること 

①経営状況分析の実施 

６．事業計画策定支援に関すること 

①事業計画策定セミナーの開催 

②DX推進セミナーの開催 

③ちちぶ創業塾の開催 

７．事業計画策定後の実施支援に関すること 

①事業計画策定後のフォローアップ 

８．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

①ビジネスマッチング支援  

②販路開拓のための展示会への出展支援 

③販売促進セミナーの開催【店舗販売向】 

④プレスリリース等による需要開拓支援 

⑤IT を活用した販売促進支援 

 

連絡先 

秩父商工会議所 中小企業相談所 

〒368-0046 埼玉県秩父市宮側町1-7 

TEL：0494-22-4411  /FAX：0494-24-8956 

E-mail：info@chichibu-cci.or.jp 

 



秩父市 産業観光部産業支援課 

〒368-8686  埼玉県秩父市熊木町8-15   

TEL：0494-25-5208  /FAX：0494-25-0136 

E-mail：sangyo@city.chichibu.lg.jp 

 

横瀬町 振興課 

〒368-0072  埼玉県秩父郡横瀬町横瀬4545 

TEL：0494-25-0114  /FAX：0494-23-9349 

E-mail：shinkou@town.yokoze.saitama.jp 
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（別表１） 

経営発達支援計画 

経営発達支援事業の目標 

１．目標 

（１）地域の現状及び課題 

①現状 

【立地】 

秩父地域は、埼玉県の北西部に位置し、

東京、群馬、長野、山梨の1都3県に接し、

高低様々な山岳・丘陵地帯に囲まれ、中

央に秩父盆地が位置している。地域の8割

を森林が占めるなど緑豊かな自然環境を

形成し、荒川の水源を要するとともに長

瀞に代表される優れた景観にも恵まれて

いる。 

秩父商工会議所は、秩父市と横瀬町の1

市1町が管内である。秩父市については旧

秩父市と旧大滝村が管轄区域となってい

る。秩父市は埼玉県の北西部（図1-1）に

位置し、面積は577.83㎢（管内は旧吉田

町66.10㎢、旧荒川村49.97㎢を除く）である。横瀬町は秩父地域の東部に位置し、都心からは70km

圏内にある面積49.49㎢の町である。 

秩父市は、わが国最古の流通貨幣といわれる「和同開珎」ゆかりの地として知られるなど、古い歴

史を持っている。秩父地域は早くから養蚕、絹織物など多彩な生産が行われ、物資の集散地として発

展し独自の習慣や風俗も形成された。江戸時代には秩父札所巡礼が盛んになり、信仰と観光を兼ねて

訪れる白装束の人々で賑わうようになった。札所巡礼など寺社や文化財の見学に訪れる人は、今日で

は年間約200万人とも言われている。明治以降、交通網の整備に伴い地域内外との交流も活発になり、

セメント産業をはじめ、繊維産業、林業などが盛んであった。 

近年は、都心から近い観光地として、産業構造の変化に伴い電子部品や精密機械器具製造などのも

のづくり産業が中心となっている。昭和 50 年代以降人口減少が続いており、老年人口比率が県内で

最も高い地域となっている。また、少子化が深刻化していく中で、就学・就労期の若年人口の流出が

見受けられる。 

 

【交通網】 

・鉄道交通網 

秩父市に西武鉄道と秩父鉄道の駅が、横瀬町には西武鉄道の駅が存在する。西武鉄道については、

横瀬町に2駅、秩父市に1駅で、秩父市にある西武秩父駅が終点となっている。西武秩父駅～池袋駅ま

で特急「ラビュー」を利用することより約80分で行き来することができる。 

 秩父鉄道については、秩父市に10駅ある。埼玉県羽生市の羽生駅と同県秩父市の三峰口駅とを結ぶ

鉄道路線である。 

 

・道路交通網 

 道路は、中央部を南北方向に一般国道 140 号皆野寄居バイパス、一般国道 140 号が連絡するととも

に、東西方向に一般国道 299 号が連絡し、重要な広域幹線道路となっている。また、中央部を南北方

向に一般国道 299 号と接続する一般国道 140 号皆野秩父バイパスの整備が進められている。 

 

 

図 1-1 秩父市及び横瀬町の位置図 
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全体的には全業種がマイナスであるが、前年と比較して全業種で回復傾向が見られている。中でも

建設業と製造業が好調、卸売業が苦戦しているという結果となった。規模的には小規模事業者の苦戦

が見受けられる。 

今後の経営課題として、事業所が抱えている悩みは、「仕入（材料）価格の上昇」、「コロナの影響」、

「諸経費の増加」、「顧客（製品）ニーズの変化」、であり、今後の経営課題として、「労働力の確保（若

手・海外含む）」、「人材育成」、「得意先の新規開拓」、「商品・サービスの充実」、「事業承継」が挙げ

られている。 

 

【産業別の状況】 

■商業 

 商業の中心である商店街の現状は、店主の高齢化、後継者となる若者の流出や長引く景気の低迷や

コロナ感染症の影響による低下、大型店の郊外への出店等により空き店舗や空き地が目立っている。 

規模の小さな事業者ほど、売上減少の影響が大きくでている。この理由として、旧態依然とした経

営体制から脱却できておらず、経営環境の変化に対応できていないことが挙げられる。今後の課題は、

顧客ニーズを捉えた新たな需要の獲得であるといえる。 

 

■工業 

 セメント、織物や木材産業などの生産量が大きく減少し、近年では電子機器や精密機械、金属加工

などの電子機械算用が中心となっている。その多くは中小企業であり、景気の低迷などによる閉鎖等

で減少傾向にある。 

また、近年は、原材料や原油等が高騰しており、この影響で多くの事業者の営業利益が圧迫されて

いる。今後の課題は、生産性の向上である。 

 

■観光・サービス業 

 2020 年からの新型コロナウイルス感染症の影響を受けて、入込観光客数は 300 万人以上減少し、

飲食店や宿泊施設等観光関連施設は特に影響を受けている。 

受け身の経営体質の事業者が多いため、今後は、観光客が戻るのを待つのではなく、域内外の新たな

需要を獲得する取り組みが必要である。 

 

上記をふまえ、小規模事業者にとって対策が必要な地域課題を次の通りまとめる。 

図 1-11 
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【人口減少に伴う需要の縮小】 

令和 5年 4月 1日の秩父市および横瀬町の人口は 66,708 人であるが、10 年後には約 20％の減少が

予測されている。地域内の消費者をターゲットとしている事業者にとっては、ターゲットの見直しな

どによる対応が課題となる。  

 

【労働力の確保・生産性の向上】 

生産年齢人口においても減少が見込まれるため、地域の生産力を維持（向上）するためには雇用の

確保や人材育成、生産工程等における生産性の向上が課題であると言える。  

 

【観光消費の獲得】 

入込観光客数は、コロナ禍で650万人となっており、現在は増加傾向にあるといえることから、小

規模事業者においても観光消費の獲得が課題となる。地域外からの観光客にとって魅力ある場所にな

ることも求められる。 

 

【多様化している消費者ニーズへの対応】 

多様化している消費者ニーズをつかみ、作りたいモノではなく、売れるモノを開発することが必要

である。 

 

（２）小規模事業者に対する長期的な振興のあり方 

①１０年程度の期間を見据えて 

人口減少や高齢化、インターネット社会の伸展などによる地域外への消費流出など、外部環境は厳

しさを増している。また、経営者の高齢化と後継者の確保や育成問題、脆弱な経営基盤等の影響によ

る廃業など事業者数の減少も大きな課題となっている。今後もこのような状況が続くものと予想され

ており、これらへの対応が必要となっている。 

このような状況を考慮し、当商工会議所地域における 10 年程度の期間を見据えた振興の方向性は

次の通りとする。 

 
■事業計画に基づく計画経営の推進による経営力向上 

小規模事業者が内部環境（強み・弱み）や外部環境（機会・脅威）等を正確に把握し、地域の実情

や経営実態を踏まえながら経営基盤強化に向けた具体策に取り組む。そこで、IT を活用した生産性

向上等を実現するなど、小規模事業者の内部環境を整備することにより外部環境の変化に対応し、事

業継続を目指す。 

 

■多様化している消費者ニーズに対応 

アンケートや統計データ等の活用による需要動向の収集・分析などを実施する。それにより得られ

た情報を、新商品・新サービス開発に活用し、IT の活用（EC など）による域外への販売など、小規

模事業者がそれぞれの特色を活かし、販路を拡大させている姿を目指す。 

 

■創業支援・事業承継支援 

地域を維持するためには事業者は欠かせない。埼玉県内でもとくに高齢化が進んでいる秩父地域に

おいて、事業所の廃業を回避し、存続させることも必要である。また、移住者を含む、秩父地域で創

業したいという創業希望者も一定数あるため、事業承継支援や創業支援を行い、事業者の減少回避と

増加を目指す。 

 

■事業所の人材育成支援 

人口減少に伴う人材の確保や育成について、近年、経営者の問題意識は高くなっている。新入社員、

中堅社員、管理職等、階層別に人材育成支援カリキュラムを提供し高付加価値のある人材教育支援を

行うことにより、管理能力や生産性の向上による企業の競争力の強化を図る。 
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■地域資源を活用した商品開発支援 

小規模事業者が地域資源を活用した新たな加工品を開発し、域外需要（観光需要含む）を獲得して

いる姿を目指す。 

 

②秩父市総合計画、横瀬町総合振興計画との連動性・整合性 

第2次秩父市総合振興計画は、平成28年度～令和7年度までの10年間の計画期間であり、平成28

（2016）年度から令和2（2020）年度までの5年間を前期計画期間、令和3（2021）年度から令和7（2025）

年度までの5年間を後期計画期間とされている。 

「第2次秩父市総合振興計画（後期計画期間）」の商工・観光に該当する箇所は下表のとおりである。 

 

【秩父市】 

平成 28 年から平成 37 年度までの第 2次秩父市総合振興計画を策定し、基本方針に基づき産業経済

分野として以下の施策が示されている。 

・就労対策の推進 ●労働環境の充実 ●雇用の促進 ●起業の支援 

・商工業の振興  ●企業立地の推進 ●商工業事業者の支援 ●中心市街地の活性化 

・観光産業の振興 ●観光誘客の推進 ●観光産業の育成 

・農林水産業の振興 ●農業水産業の育成支援 ●森林・林業・木材産業の育成と森林保全 

 

【横瀬町】 

令和 2年から令和 9年度までの第 6次横瀬町総合振興計画を策定し、7つの柱で構成されている。

産業・経済の分野において以下の施策が示されている。 

・産業づくり雇用づくり 

●農業定住者等の増加、農業後継者の育成、農業の基盤強化 

●商工事業者の相互連携を強める環境整備、経営基盤を強化するための研修等支援 

●移住・定住、起業支援 

●産学官の連携や広域連携による雇用対策事業 

●ふるさと納税等の資金調達手段の多様化・拡充、特産品の開発、新規ビジネス開拓支援、遊休資

産のリノベーション 

・賑わいづくり中心地づくり 

●誘客事業を積極的展開、秩父地域1市4町による誘客 

●ウォーキングコースの整備、指導者の育成及び連携を図った健康増進活動を推進 

●登山・ハイキングコースの整備 

●土地利用の再構築、横瀬駅や兎沢町有地周辺の土地利用を検討し、魅力ある中心地、拠点づくり

の推進 

 

③商工会又は商工会議所としての役割 

秩父商工会議所管内の事業者からの相談では、税務・金融・労務といった側面的な支援を求められ 

ることが多く、経営改善普及事業を中心とした支援事業を行うことにより、そのニーズに応えてきた。 

新型コロナウイルスや少子高齢化による人口減少など、経営環境が大きく変化していく中で、経営

環境が悪化している小規模事業者からの相談内容も販売戦略、財務改善など経営に直結した複雑かつ

高度な内容に変化してきている。 

このような状況下において、商工会議所の果たす役割は従前以上に重要となってきており、これま

で以上に小規模事業者に対して的確な支援事業を実施し、経営が将来にわたり持続的かつ自立的に発

展するよう、常に寄り添う支援機関としての役割が求められている。 

国・県・市や町等の中小企業向け施策を広く周知・浸透させながら、小規模事業者に支援事業を実

施するとともに他の支援機関と連携して多面的な支援態勢を構築することで、地域における中核的な

支援機関としての役割が必要であると考える。 
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（３）経営発達支援事業の目標   

上記（１）及び（２）を踏まえ、小規模事業者の持続的な発展を目指すため、起業の支援、商工業

事業者の支援、観光誘客の推進をテーマに下記の通り目標を定め、これらにより地域経済が活性化す

ることを地域への裨益目標とする。 

 

①小規模事業者への情報提供と事業計画策定支援を行い、計画経営を推進 

②創業支援と事業承継支援を行い、新たな活力の創出と事業の存続を支援 

③観光誘客の推進に対応するための商品開発支援 

 

経営発達支援事業の内容及び実施期間 

２．経営発達支援事業の実施期間、目標の達成方針 
 

（１）経営発達支援事業の実施期間（令和６年４月１日～令和１１年３月３１日） 

 

（２）目標の達成に向けた方針 

①小規模事業者への情報提供と事業計画策定支援を行い、計画経営を推進 

地域経済景気動向調査と需要動向調査などの結果をもとに、小規模事業者の取り巻く環境と消費者

ニーズを分析し情報提供する。そして、事業者との対話と傾聴を通じて気づきを与え、個々の課題を

設定した上で経営者の自走化を促す事業計画策定支援を行う。 

事業計画策定後にはフォローアップを実施し、計画の取り組みの進捗状況と目標の達成度合いなど

を確認し、事業者の課題に対して必要な情報の提供や必要に応じて専門家の支援を行いながら、事業

者の継続的発展を目指す。 

 
②創業支援と事業承継支援を行い、新たな活力の創出と事業の存続を支援 

創業に向けた支援のため、窓口相談の他に「ちちぶ創業塾」を実施する。創業を考えている方や創

業後 5年未満の方を対象とする。まずは、創業計画書等の作成支援を行い、具体的な方については、

創業支援金や持続化補助金等の申請を支援する。そして、創業後はフォローアップ相談会を実施し、

経営課題を抱える事業者には解決のために専門家を活用する。 

事業承継においては、スムーズな承継ができるように事業承継計画書の策定支援を実施する。そし

て、後継者不在等により廃業を予定している事業者には、埼玉県事業引継ぎ支援センター等の専門家

と連携して、円滑な承継支援を進め、廃業の減少を目指す。  

 
③観光誘客の推進に対応するための商品開発支援 

地域資源を活用した商品やサービスの開発に取り組む事業者には、試作～消費者へのアンケート調

査～改良と、開発プロセスにおいて一環とした新商品の開発の支援を行う。 

消費者のアンケート調査については、当所が開催する「秩父はんじょう博（商工祭）」にて、来場

者を対象に試食・アンケート調査を実施する。結果を分析し、改良の一助とする。 

 

Ⅰ．経営発達支援事業の内容 

３．地域の経済動向調査に関すること 

（１）現状と課題 

【現状】 

小規模事業者が地域の経済動向を収集する場合、インターネットなどから収集はできるが、自身で

必要な情報の検索ができないという悩みがある。検索できたとしても、各種の調査・統計データによ

る地域の経済動向情報を活用するには至っていない。 

当商工会議所としても、目的を定めた地域経済動向調査自体行っていなかった。また、収集した地

域経済動向があってもその分析を行っていなかった。 
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【課題】 

 目的を定めた地域経済動向調査自体行っておらず、また、収集した地域経済動向があってもその分

析を行っていなかった。情報が整理されていないため、小規模事業者から依頼が来ても、要求に応じ

て対応できなかった。 

 
（２）目標 
 公表 

方法 

現

行 

令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

9 年度 

令和 

10年度 

地域の経済動向分析 公表回数 HP 掲載 - 1 回 1 回 1 回 1 回 1 回 

秩父商工会議所景況調査 公表回数 HP 掲載 - 1 回 1 回 1 回 1 回 1 回 

 

（３）事業内容 

小規模事業者が希望する地域の経済動向の情報をビッグデータから収集し、希望者に提供し、小規

模事業者が必要であろう情報をビッグデータから収集加工した上で、HP等で公表する。 

また、地域の景気・消費動向についてもDXやITを取り入れ、効率よく情報収集・分析し、その成果

をHPで公表する。 

 

①国が提供するビッグデータの活用 

当地域が何で稼いでいるか、当地域の人の動き、産業の現状等について、問い合わせがあった場合、 

速やかに対応できるよう、経営指導員等がいつでも「RESAS」（地域経済分析システム）を分析手法と

して活用できる体制を整えておく。また、年に 1度、下記の【分析項目】に記載の内容に係る地域の

経済動向分析をとりまとめ、HP 及び会報紙に折り込み公表する。 

 

【分析項目】 

・「地域経済循環マップ・生産分析」 →何で稼いでいるか等を分析 

・「まちづくりマップ・From to 分析」→人の動き等を分析 

・「産業構造マップ」→産業の現状等を分析 

⇒必要な場合は、上記のデータを総合的に分析し、事業計画策定支援等にも活用する。 

 
②景気動向分析 

年 1 回、景気動向調査を実施しており、回答件数の目標が 440 件（平成 29年度）となっていたが、

税務申告時期と重なり、巡回によるヒアリングが進まず、目標の 8割程度にとどまった。本調査は、

小規模事業者の業種ごとの経営課題の把握や秩父商工会議所における支援計画の立案などに活用し

ていることから、経営指導員等による電話呼びかけや窓口相談を活用し、効率よく、回収率を上げて

いく。さらに調査項目に「商品開発」等をマーケティング支援の参考になるより具体的な項目を追記

することにより、伴走型支援の強化につなげていく。 

 

【調査手法】 

郵送、巡回によるヒアリング 

 

【調査項目】 

業種、従業者数、売上高、経常利益・所得、売上の増加（減少）の好転（悪化）をもたらした経営

上の理由、今後の経営見通し、今後の経営課題、経営者の年齢、後継者の有無、経営上の悩み、その

他意見要望等 

 
（４）調査結果の活用 

①情報収集・調査、分析した結果はホームページに掲載し、広く管内事業者等に周知する。 

②「RESAS」を活用した地域経済動向分析や独自の景気動向調査結果を事業計画書策定に活用する。 
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③経営指導員等が巡回指導を行う際の参考資料にする。 

 
４．需要動向調査に関すること 

（１）現状と課題 
【現状】 

小規模事業者が新たな顧客を獲得するためには、顧客ニーズにあった商品づくりが必要であるが、 

新たな商品やサービスの開発を行う際は、「売りたい（作りたい）商品」や「提供できるサービス」

の開発となっている。 

当所では、小規模事業者の販売する商品や提供する役務の需要動向について、これまで需要動向調

査・分析を行っていない。 

 

【課題】 

小規模事業者が持続的に発展していくためには、機敏性や柔軟性を活かして事業活動を行っていく

必要がある。しかし、小規模事業者の大半は経営者が最前線で従事することが多く、経営者自らが携

わる業務が多岐にわたるため、需要動向などの情報収集力については弱い面を持っている。 

結果として調査ができない上に自身の思いが優先され、開発した商品やサービスが集客や売上高の

増加につながらず、さらに自身の事業の見直しを行う機会が少ない。 

小規模事業者が事業を継続していくためには、顧客ニーズの情報収集、調査をおこない自社製品の

強みや改良点を把握した商品開発等をおこなう必要がある。そのため、商品や顧客ニーズの調査情報

が提供できていなかった。 

 

（２）目標 
 現

行 

令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

9 年度 

令和 

10 年度 

新商品開発の調査対象事業者数 － 3 者 3 者 3 者 3 者 3 者 

地域内消費者アンケート調査回数 － 1 回 1 回 1 回 1 回 1 回 

域外消費者アンケート調査回数 － 1 回 1 回 1 回 1 回 1 回 

 

（３）事業内容 

個々の事業者の商圏内にどのような属性を持った消費者がどの程度存在しているか定量的に把握

し、その消費者にどのようなアプローチするかを検討する材料を提供し、売上向上のための効果的な

対策を実施する。 

 

①地域内消費者アンケートの実施（商工祭来場者に対して実施） 

当所が毎年 1月の最終土・日曜日にショッピングセンター、ウニクス秩父で開催する「秩父はんじ

ょう博」の来場者に対してアンケート調査を実施する。調査結果を分析し事業者へフィードバックす

ることで、商品の開発・改善につなげる。 

【支援対象】事業計画を作成し、商品・サービスの開発に取り組む事業者 

【サンプル数】商工祭来場者 100 人 

【調査手法】来場者に試食・体験してもらい、商品・サービスに対する感想・意見等のアンケート調

査を行う。 

【分析手法】専門家と連携し経営指導員が分析を行う。 

【調査項目】来場者の属性（年齢・性別・居住地）、商品等に対する味・内容量・販売価格・パッケ

ージデザイン・購入理由等の意見や感想。 

アンケート項目については、何を消費者に聞きた か、何を求めているかを知るために

出店事業者と事前の打ち合わせを行い実施する。 

【分析結果の活用】分析結果は、商品毎に購入理由など需要動向を集計分析し事業者へ提供すること
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で、事業計画策定にも活用し商品のブラッシュアップや販路開拓等の事業展開に

活かす。 

 
②地域外消費者アンケートの実施（秩父観光キャンペーンによる調査） 

東京池袋にて秩父観光キャンペーンを実施し、秩父の観光における知名度向上のための調査を行

う。秩父の地域ブランドである「地酒」の試飲や「カエデ糖を使ったお菓子の試食」および来場者ア

ンケートを実施する。このキャンペーンを通して小規模事業者の販売拡大や宿泊者数の向上につなげ

る。 

【サンプル数】来場者 300 人 

【調査手段・手法】「秩父観光キャンペーン」の会場にて、来場者を対象に商品の試飲、試食を行う。 

その後、アンケートへの記入をお願いする。 

【分析手段】経営指導員が分析を行う。 

【調査項目】（一般客）観光目的、きっかけ、観光情報収集媒体、旅行の予算 

（リピーター）秩父で印象に残ったもの 

【分析結果の活用】分析結果は、行政や観光事業者にフィードバックする。これにより、さらなる観 

光客の誘客を促進させるとともに、お土産品の売上や宿泊者数の向上につなげ 

る。 

【実施者】秩父商工会議所青年部および経営指導員等 

 
５．経営状況の分析に関すること 

（１）現状と課題 

【現状】 

これまでは、持続化補助金、事業再構築補助金、ものづくり補助金といった補助金申請や経営革新

承認申請、マル経融資の推薦等におけるヒアリングの際に、事業者から経営状況を聞き出している程

度である。 

 

【課題】 

補助金申請や経営革新承認申請のためには、事業者自身が自社の現状（経営状況）や取り組むべき

課題を正しく把握することが重要である。これまでも経営分析を支援してきたが、事業計画策定支援

の際や融資の支援の際に部分的に実施するに留まっており、経営分析という単独のサービスは提供で

きていないことが課題である。 

 
（２）目標 

 
現行 

令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

9 年度 

令和 

10 年度 

経営分析事業者数 91 者 100 者 100 者 100 者 100 者 100 者 

※現行：令和４年度の各種補助金申請 61 者、経営革新計画 30 者（のべ 91者） 

令和 6年度以降：経営指導員 5名×20者 

 

（３）事業内容 

【目的】小規模事業者の経営状況を把握・分析し、結果を当該事業者にフィードバックすることを目

的に実施する。 

【対象者】①巡回訪問・窓口相談時などに訴求し、補助金支援や経営革新承認申請支援の際などの個

社支援の際に経営分析を提案する。 

②４．需要動向調査に関することに記載の新商品開発の調査対象事業者 

【手段】経営分析は、経営指導員が事業者からのヒアリング・提供資料をもとに実施する。また、経

営指導員のみでは十分な分析を行うことができない場合は専門家派遣を行う。具体的な分析

内容は以下のとおりである。 
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定量分析たる財務分析と、定性分析たる非財務分析の双方を実施する。分析にあたっては、

事業者の状況や局面に合わせて、TOAS や経済産業省の「ローカルベンチマーク」等のソフ

トを活用する。 

 

【経営分析を実施する項目】 

■財務分析：直近 3 期分の収益性・生産性・安全性および成長性の分析 

■非財務分析：強み・弱み（商品・製品・サービス、仕入先・取引先、技術・ノウハウ等 の知的財

産 など）、機会・脅威（競合、業界動向 など）、その他（デジタル化・IT 活用の状

況、事業計画の策定・運用状況 など） ※非財務分析は事業者との対話を通じて実施

する。 

 

（４）分析結果の活用 

○分析結果は当該事業者にフィードバックし、事業計画策定の際に活用する。また、経営分析により

経営課題が顕在化した場合は、経営指導員が解決策を提案する。専門的な経営課題の場合は専門家

派遣により解決を図る。 
○分析結果は、データベース化し内部共有する。全ての職員が内容を確認できるようにすることで、

経営指導員以外も含めた組織としての支援能力の向上を図る。 

 

６．事業計画策定支援に関すること 

（１）現状と課題 

【現状】 

これまでも小規模事業者の事業計画策定支援を行ってきたが、支援の内容をみると、中長期的は経

営の方向性にまで十分に踏み込めていないケースがみられた。特に持続化補助金申請時などでは、窓

口・巡回相談を通じて事業計画策定への助言は行ってきた。しかしながら、その支援案件のほとんど

は補助事業期間までの計画であり、かつ、事業計画策定の重要性を理解し、自らのビジネスにおける

中・長期的な計画を自発的に作成したいという相談が少ない。 

また、毎年「ちちぶ創業塾」を開催し、創業希望者もしくは創業後間もない事業者の事業計画発表

会を実施しているが、創業計画書の作成の進捗状況を把握できていない。 

 
【課題】 

小規模事業者を取り巻く経営環境が激変していることから補助金の申請時だけでなく、今後は経営

の持続的発展を図る上で、経営計画策定の必要性を理解してもらい、事業者と支援者が一緒に計画を

策定し、この計画に基づいて経営者自らが自走して経営してもらうことが課題である。 

創業計画書については、「ちちぶ創業塾」のカリキュラムで創業計画策定支援を実施しているが、

計画書策定まで支援するケースは極一部である。 

 
（２）支援に対する考え方 

小規模事業者に対し、事業計画策定の意義や重要性を漠然と述べても、実質的な行動や意識変化を

促せるには効果が低いため、「事業計画策定セミナー」のカリキュラムを工夫するなどにより、５．

で経営分析を行った事業者の事業計画策定を目指す。 
まずは、持続化補助金の申請を契機として経営計画の策定を目指す事業者の中から、実現可能性の

高いものを選定し、経営革新計画の策定につなげていく。 

また、事業計画の策定に意欲的な事業者を対象に、DXに向けたセミナーを行い、小規模事業者の競

争力の維持・強化を目指す。  
また、創業者が事業を成功させるためには、創業計画書の作成が重要である。そこで、経済動向調

査や需要動向調査の分析内容や経営分析の結果を活用し、今後は、精度の高い創業計画書の策定支援

を実施する。 
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（３）目標 
 

現行 
令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

9 年度 

令和 

10 年度 

事業計画策定セミナー開催回数 － 1 回 1 回 1 回 1 回 1 回 

事業計画策定事業者数 91 者 100 者 100 者 100 者 100 者 100 者 

ＤＸ推進セミナー開催回数 － 1 回 1 回 1 回 1 回 1 回 

創業計画書策定事業者数 5 者 5 者 5 者 5 者 5 者 5 者 

ちちぶ創業塾開催回数 1 回 1 回 1 回 1 回 1 回 1 回 

 

（４）事業内容 

①事業計画策定セミナーの開催 

【目的】「地域の経済動向調査」や「経営状況の分析」及び「需要動向調査」の結果を踏まえ、 小

規模事業者の持続的発展や成長発展を目的とした事業計画の策定を支援する。 

【支援対象】経営分析を実施した事業者の他、補助金の申請を目指す事業者を対象とする。 

【募集方法】会報誌にチラシ同封・ホームページ・面談時や巡回等による周知 

【開催回数】年1回  

【カリキュラム】1.事業計画とは、2.SWOT分析とは、3.経営方針、4.経営課題抽出、 

5.アクションプラン、6.数値目標、7.補助金の活用 等 

【想定参加者数】10人  

【フォロー】事業計画策定セミナーの受講者に対して個別にアプローチし、事業計画策定希望者を発

掘する。希望者に対して経営指導員が事業計画の策定支援を実施していく。 
 
②DX推進セミナーの開催 

DXに関する意識の醸成や基礎知識を習得するため、また実際にDXに向けたITツールの導入やWebサ

イト構築等の取組を推進していくために、セミナーを開催する。  

【支援対象】すべての事業者を対象とするが、事業計画策定に意欲的な事業者に対しては個別に参加

を促す。 

【募集方法】会報誌にチラシ同封・ホームページ・面談時や巡回等による周知 

【講師】中小企業診断士等（セミナー講師派遣会社の所属講師等を想定） 

【回数】年1回 

【カリキュラム】年度ごとにテーマを決め、IT活用のためのセミナーを開催する。DX 総論、DX 関連

技術（クラウドサービス、AI等）や具体的な活用事例といった内容も盛り込む。 

【参加者数】10 人 

 
③「ちちぶ創業塾」の開催 

 これまで、秩父市・横瀬町・皆野町・小鹿野町・長瀞町の 1市 4町の基礎自治体とともに、秩父商

工会議所と秩父地域内の商工会（荒川商工会、西秩父商工会、皆野町商工会、長瀞町商工会）が連携

して（※）、秩父商工会議所内にちちぶ地域創業サポートコア窓口を設置し、創業者への支援を実施

してきた。  

2020 年以降は新型コロナウイルス感染症の影響もあって、20 人を定員として「ちちぶ創業塾」を

実施してきた。コロナ禍でも毎回キャンセル待ちが出るなど好評である。そこで 2024 年以降は定員

を 30名に増やして「ちちぶ創業塾」を継続開催する。 

 

※秩父地域1市4町（秩父市・横瀬町・皆野町・長瀞町・小鹿野町）は平成26年3月20日に国の創業支

援事業計画の認定を受けた。ちちぶ地域創業サポート窓口の設置・運営や創業塾の開講などにより、

秩父地域での創業支援を行っている。 

【目的】秩父地域内での創業をスムーズに行える体制づくりと創業希望者及び創業後5年以内の者に
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創業塾の受講機会を設けることにより、地域雇用の創出を促進し、地域経済の活性化を図る。 

【支援対象】秩父地域内において創業を考えている方、創業後5年未満の事業者 

【募集方法】チラシ作成、新聞折り込み、地元ラジオ局「ちちぶエフエム」のラジオCM、面談時や巡

回等による周知 

【開催回数】年1回  

【カリキュラム】全5回コース 

1日目.ずっと続く事業を始めるために 

2日目.マーケティング“売れて儲かる”仕組みを考える 

3日目.事業をもっと具体化できる数字の話 

4日目.私の事業計画を磨き上げよう 

5日目.事業計画発表会 

【想定参加者数】30人  

【フォロー】事業計画策定セミナーの受講者に対して個別にアプローチし、事業計画策定希望者を発 

掘する。希望者に対して経営指導員が事業計画の策定支援を実施していく。 
 
７．事業計画策定後の実施支援に関すること 

（１）現状と課題 

【現状】 

創業計画や経営革新計画、補助金申請のための計画策定支援は実施しているが、計画書の策定に 

とどまってしまっている。また、事業者に対して事業計画の進捗状況や成果の確認までのフォローア

ップができていない事業者もある。 

 

【課題】 

事業計画を策定したすべての事業者を対象に、定期的にフォローアップが実施できていない。また、

事業計画を実施する上で発生した経営課題等に対し、事業者に寄り添い一緒に解決を図る必要があ

る。 

 

（２）支援に対する考え方 

原則、事業計画を策定した全ての事業者を対象にフォローアップを実施する。事業計画の進捗状況

により、訪問回数を増やして集中的に支援すべき事業者と、ある程度順調と判断し訪問回数を減らし

ても支障ない事業者を見極めた上で、フォローアップ頻度を設定する。 

また、定期的な巡回ならびに窓口相談により事業計画の進捗を管理していく。そして、事業計画を

実行する上で直面している経営課題があれば迅速に対応し、専門的な課題が生じた場合は、専門家と

の連携によるフォローアップを強化することで、事業の持続的な発展を目指す。 

 

（３）目標 

 
現行 

令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

9 年度 

令和 

10 年度 

フォローアップ 

対象事業者数 
91 者 100 者 100 者 100 者 100 者 100 者 

頻度（延回数） － 
半期毎

（200 回） 

半期毎

（200 回） 

半期毎

（200 回） 

半期毎

（200 回） 

半期毎

（200 回） 

売上増加事業者数 － 14 者 14 者 14 者 14 者 14 者 

利益率 3％以上 

増加の事業者数 
－ 14 者 14 者 14 者 14 者 14 者 
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（４）事業内容 

フォローアップについて、事業計画を策定した全ての事業者を対象とする。事業計画の進捗状況等

により、順調と判断し訪問回数を減らしても支障のない事業者と相談回数を増やして集中的に支援す

べき事業者とを見極めた上で、フォローアップ回数を再度見直す。 

具体的には、半期に一度実施する。ただし、事業者からの申出等により、臨機応変に対応する。 

なお、進捗状況に遅れがある場合や、事業計画と現状にズレが生じていると判断する場合には、外

部専門家など第三者の視点を投入し、ズレの発生要因及び今後の対応策を検討する。 

 

８．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

（１）現状と課題 

【現状】 

小規模事業者が持続的に経営を行うためには、新たな需要の開拓が必要である。一方、小規模事業

者の多くは素晴らしい技術やサービスを持っているものの、販路開拓におけるノウハウやネットワー

クが十分でなく、独自に新たな需要の情報収集や新たな販路開拓を行うには限界がある。  

また、地域内の小規模事業者の多くはオンラインによる販路開拓等に関心があるものの、「知識不

足」「人材不足」等の理由により、IT を活用した販路開拓等の DX に向けた取組が進んでおらず、

商圏が近隣の限られた範囲にとどまっている。 

 

【課題】  

これまで、「プレスリリースセミナー、新商品発表会」を開催し、メディアに向けた情報発信の場

を提供し、異業種交流会を開催して事業者間の接触機会を増やすなど販路開拓の機会を創出してき

た。 

さらに、毎年 2月に東京ビッグサイトで開催される東京インターナショナルギフトショー内におい

て、日本商工会議所が主催で実施する、「feel NIPPON」へ、秩父の織物商品やカエデ糖菓子での出

展を支援していた。コロナ禍の影響もあり、2021 年から 2023 年まで出展していない。いずれにして

もその後のフォローアップが十分にできていないこともあり、その効果測定ができていない。  

また、小規模事業者が今後さらに売り上げを伸ばしていくためには、既存の販売促進活動だけでな

く、IT を活用した販売促進に取り組んでいく必要がある。当所にとっても、今後は展示会等の出展

を促すだけでなく、その後のフォローアップまで徹底した伴走型支援を実施する必要がある。  

 

（２）支援に対する考え方 

経営状況の分析、事業計画策定支援を行った意欲ある事業者を重点的に支援する。  

当所が自前で展示会等を開催するのは困難であるため、日本商工会議所や埼玉県が主催で開催され

る既存の展示会への出展を目指す。出展にあたっては、経営指導員等が事前・事後の出展支援を行う

とともに、出展期間中には、陳列、接客など、きめ細かな伴走支援を行う。  

また、DXに向けた取組として、データに基づく顧客管理や販売促進、SNS情報発信、ECサイトの利

用等、IT活用による営業・販路開拓に関するセミナー開催や相談対応を行い、理解度を高める。その

上で、導入にあたっては必要に応じてIT専門家派遣等を実施するなど事業者の段階に合った支援を行

う。 

 

（３）目標 

 
現行 

令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

9 年度 

令和 

10 年度 

異業種交流会参加者数 80 者 100 者 100 者 100 者 100 者 100 者 

成約件数／者 － 1 件 1 件 1 件 1 件 1 件 

展示会出展事業者数 － 5 者 5 者 5 者 5 者 5 者 

成約件数／者 － 2 件 2 件 2 件 2 件 2 件 
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販促イベント参加社数 － 80 者 80 者 80 者 80 者 80 者 

新規顧客獲得数／者（ちちぶお店塾） 

売上／者（秩父はんじょう博） 
－ 

5 人 

10 万円 

5 人 

10 万円 

5 人 

10 万円 

5 人 

10 万円 

5 人 

10 万円 

プレスリリース参加社数 7 者 8 者 8 者 8 者 8 者 8 者 

成約件数／者 － 3 件 3 件 3 件 3 件 3 件 

IT を活用した販路開拓の 

支援事業者数 
－ 10 者 10 者 10 者 10 者 10 者 

（BtoB の場合）成約件数/者 － 2 件 2 件 2 件 2 件 2 件 

（BtoC の場合）売上増加率/者 － 10％ 10％ 10％ 10％ 10％ 

 
（４）事業内容 

①ビジネスマッチング支援（B to B）  
■異業種交流会 
コロナ禍で開催ができなかった、異業種交流会を令和 5年度に実施。異業種間の情報交流、人脈づ

くりなど受発注機会を提供してきた。令和 5 年度は「事業承継」をテーマで実施し、80 名の参加者

を集めた。交流会は、事業者、商品等の PR につながるとともに、参加者の人的・情報交流を促進す

るなど、一定の成果をあげているため、今後も継続事業として実施する。 

【対象者】当所会員事業所 

【開催数】令和 6年度～10 年度 年 1回 

【支援手法】参加者からアンケートを取り事務局で集計。アンケートの結果を明示し、課題などを事

業者の改善につなげる。 

【効果】異なる事業者が技術・情報・ノウハウといった経営資源を持ち寄って交流し、結びつくこと 

で、不足する経営資源の補完や、相乗効果による経営資源の質的向上により、受発注の強化 

を図るためのきっかけをつくる。 

 

②販路開拓のための展示会への出展支援（B to B） 

BtoB 取引の事業者にとって、展示会や商談会は新たな取引先の獲得にとって有効である。一方、

小規模事業者は独自に展示会・商談会に出展できていないことも多い。そこで、新たな取引先を獲得

することを目的に展示会・商談会の参加支援を実施する。 

 
■feel NIPPON 

 コロナ禍で出展できなかった、ギフトショー内の「feel NIPPON」への出展支援を実施する。全国

のバイヤーと意見交換し、情報収集ができる機会を小規模事業者に提供する。その後、商談時の意見

を参考に、商品の販売方法の見直しをおこなって売れる商品づくりに向けた販売計画の策定およびフ

ォローアップ支援を行う。 

「feel NIPPON」とは、日本商工会議所が行う、各地の商工会議所および小規模事業者が中心とな

って開発した特産品や観光商品等の PR 支援やバイヤーとのマッチング商談会支援のことである。

様々な展示会が同時に催され、令和 4年開催時には、来場者数が約 20,000 人、出展社数が約 280 社

出展し、国内外からバイヤーが来場する。 

 

【支援対象】特産品や地域資源を活用した商品を販売する事業者 

【訴求相手】国内外のバイヤー 

【支援の手段・手法】自社での出展が困難な小規模事業者に対して、新たな取引先や商品に対する意

見をバイヤーから獲得することができるよう支援する。出展前には、効果的な商

品の展示方法やバイヤーへのアピール方法や、商談の際に必要なヒアリングシー

トやパンフレット等の作成支援を行う。出展後は、商談成立に向けた個別フォロ

ーや催事中の商談の分析といった伴走支援を行う。 
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【期待効果】新規取引先の獲得とバイヤーの意見を参考にした販売戦略の改善等により新たな需要の

拡大と商品のブラッシュアップを図る。 

 
■彩の国ビジネスアリーナ 
さいたまスーパーアリーナを会場に、埼玉県、公益財団法人埼玉県産業振興公社、公益社団法人埼

玉県情報サービス産業協会、県内金融機関が主催する、首都圏最大級の産・学・官・金連携による展

示商談会である。中小企業の受注確保・販路開拓、技術力向等を目的とし、広域的な企業間ネットワ

ーク形成による新たなビジネスチャンス創出の場を提供する。令和 5 年 1～2 月はオンライン開催さ

れ、470 を超える企業・団体が出展、来場者数 12,685 名を数えた。 

【対象】主に製造業 

【訴求相手】埼玉県全域の事業者 

【支援の手段・手法】本支援は、自社独自に展示会・商談会に出展が難しい小規模事業者を支援する

目的で実施する。そのため、これまで展示会・商談会への出展経験がない（少な

い）事業者を重点支援先とし、これらの事業者が、展示会等に出展し、新たな取

引先を獲得するまで伴走型で支援を行う。具体的には、出展者の募集だけでなく、

出展前に効果的な展示方法、短時間での商品等アピール方法、商談シート（FCP

シート）の作成、パンフ ット等の整備、商談相手の事前アポイント等、出展後

の商談相手に対するフォロー方法等をワンストップで指導する。これらの支援に

より成約数の拡大を目指す。 

【期待効果】新たな取引先の獲得を狙う。 

 

③販売促進セミナーの開催【店舗販売向け】（B to C） 
■ちちぶお店塾の実施 

「ちちぶお店塾」とは、秩父市内にある9つの商店街で組織している秩父市商店連盟連合会で始め

た、いわゆるまちゼミである。 
まちゼミは、地域活性化を後押しする事業として全国規模で実施されている。当地域では、過去 4

回開催しており、3回目から当所との共催で開催してきた。 

まちゼミは、お店の代表者や従業員が講師となって、お店の専門知識やプロのコツを無料で教える

ミニ講座で、お店の知名度アップや、新しいお客さまの来店にもつながる取り組みである。消費者に

お店の存在や商品・サービス、スタッフを知ってもらうきっかけとなり、自店の強みを PR しその後

のリピーターを増やすための販路拡大につながる事業であり、小規模事業者と消費者との接点を作る

事業として今後も秩父市商店連盟連合会と共同で実施していく。  

 
【対象者】当所会員事業所および秩父市商店連盟連合会会員 

【開催数】令和 6年度～10 年度 年 1回 

【支援手段・手法】新規参加者に向けて説明会を実施し、ちちぶお店塾（まちゼミ）のノウハウや注

意事項を事前に説明し、十分に理解を深めて実施する。参加者には講座修了後に

アンケートを依頼し、事務局で集計。アンケートの結果を明示し、反省点や課題

などを店舗の改善につなげる。 

【効果】ちちぶお店塾（まちゼミ）を通してお店を知ってもらうきっかけをつくり、新規顧客やリピ

ーターを増やすことで売上増加につなげる。また、講師自身も自店の商品・サービスを見直

すきっかけにもなる。 

 

■秩父はんじょう博（商工祭）の開催 
当所が毎年 1月の最終土・日曜日にショッピングセンター、ウニクス秩父で開催する「秩父はんじ

ょう博」は、秩父地域における商工業者と住民とのふれあいを深め、また秩父地域の魅力を      

広く知らしめることにより地域商工業の振興を図ることを目的に開催している。 

【対象者】当所会員事業所 
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【開催数】令和 6年度～10 年度 年 1回 

【支援手法】出展者説明会を実施し、イベントのノウハウや注意事項を事前に説明し、十分に理解を

深めて実施する。 

【効果】出展者の成果指標が売上高になりがちであるが、イベント開催以降の既存店舗での新規顧客

の獲得や来客数の増加、そして売上を上げるためのきっかけをつくる。 

 

④プレスリリース等による需要開拓支援（B to C）・（B to B） 

地域資源を活用した商品は多く存在しているが、SNS 等の活用も含め、情報発信に課題を持つ事業

者は多い。こうした事業者を中心に SNS 等の活用方法や、お金をかけずに宣伝できるプレスリリース

のセミナーを実施する。個別相談による支援を併せて実施し、新たな需要を掘り起こす。 

【対象者】当所会員事業所 

【開催数】令和 6年度～10 年度 年 1回 

【支援手法】個別相談を実施し、事業者ごとにプレスリリースの作成を支援する。 

【効果】プレスリリースの作成を実践的に学んだ上で、合同でマスコミ各社に記者発表を行い、認知

度向上に繋がる情報発信により需要を喚起し、販路開拓に結びつけることを目的とする。 

 

⑤IT を活用した販売促進支援（B to C）・（B to B） 

2020年の新型コロナウイルス感染を期に、ネット販売の市場が拡大している。このため、ネットを

使った販路開拓は有効な手段であるが、小規模事業者の多くは取り組みが遅れている。 

そこで、ITの活用が不十分な小規模事業者や ITを活用して更なる販路開拓に取り組みたい事業者

向けにセミナーを開催する。 

 

【テーマ】HP・SNSを活用した情報発信による販路開拓支援 

【対象者】HPやSNSを活用することで、これまでの顧客（地域内）と観光客に留まっていた販路を 

域外にも向けて広げていきたいと考えている小規模事業者、 

HPやSNSをこれまで以上に活用して、更なる需要を獲得していきたいと考えている小規 

模事業者 

【手段・手法】HPやSNSの導入自体ができていない小規模事業者が多いことから、ITの専門家を講師

として招聘し、年１回の「HP導入セミナー」や「SNS導入セミナー」を開催する。そ

して、セミナーの参加者から、実際に導入支援を希望する小規模事業者に対して、個

別にＩＴの専門家を派遣し、導入支援に取り組む。 

 

Ⅱ．経営発達支援事業の円滑な実施に向けた支援力向上のための取組 

９．事業の評価及び見直しをするための仕組みに関すること 

（１）現状と課題 

【現状】  

事業の実施状況及び成果について、以下の方法により評価・検証を行ってきた。 

①事業の実施状況の報告について 

月に 1度開催される正副会頭会議にて事業の実施状況を報告する。 

②成果の評価・見直しの方向性の検討 

外部機関として明治大学政治経済学部の評価を受け、年 1回、見直しの方向性を検討する。 

③見直し案の立案と決定・承認 

外部機関の提言を受け、中小企業相談所において見直し案を立案する。見直し案については秩父

商工会議所正副会頭会議において決定・承認される。 

④見直し案の報告 

事業の成果・評価と見直し案については、秩父商工会議所常議員会に報告する。 
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【課題】 

毎年度1回、本計画に記載の事業の実施状況、成果について評価・検証を行う必要がある。  

 

（２）事業内容 

①成果の評価・検証  

毎年1回、計画申請者である当所の法定経営指導員・経営指導員、秩父市産業観光部産業支援課お

よび横瀬町振興課の担当者と、外部有識者（中小企業診断士等）をメンバーとする「協議会」を開催

し、本計画の事業の実施状況等について、5段階評価（A：達成、B：概ね達成、C：半分程度達成、D：

未達成、E：未実施）にて定量的に評価・検証を行う。  

②成果・評価・次年度事業方針の公表  

事業の成果や評価結果は、次年度以降の事業方針に反映させるとともに、当所ホームページで公表

し、地域の小規模事業者等が常に閲覧できる状態とする。  
③PDCAサイクル 

【Plan】事業計画に沿った目標を設定する。 

次年度以降は、前年度の【ACTION】を受け、事業内容や目標を設定（修正）する。 

【 Do 】個々の成果目標を達成するために事業を実施する。 

【Check】月1回の定期ミーティングにて、法定経営指導員や経営指導員が相互に進捗状況の確認およ 

び評価を行う。年1回の協議会において事業の評価を行う。 

【Action】評価に基づいて事業の改善を行う。 

 

１０．経営指導員等の資質向上等に関すること 

（１）現状と課題 

【現状】 

各研修会への参加やベテラン経営指導員による OJT などにより、経営指導員等の資質向上に努めて

きた。また、経営指導員が企業に訪問する際、記帳専任職員、補助員等を帯同し、実践的にヒアリン

グや助言などの支援方法を学んできた。 

経営指導員については、埼玉県商工会議所連合会や中小企業大学校が主催する支援担当者向け研修

会等への参加の他、中小企業診断士等の外部専門家と支援現場に同行し、支援スキルの習得に努めて

いる。 

 

【課題】 

前掲の取組みは計画的に行われておらず、各経営指導員等によって支援内容や能力に偏りが見られ

る。そして、過去に経験した業務も異なるため、得意・不得意がある。よって、個々の支援能力にバ

ラつきがあるため、結果的に効果的な支援につながっているか不透明な部分がある。 

近年、経営上の課題も複雑化しているため、経営指導員だけでなく、その他の職員も含めた全体と

して支援能力を向上させる必要がある。  
 

（２）事業内容 

①外部研修会等の積極的な活用  

経営指導員を中心に、一般職員についても各種研修会を周知して参加を募り、日本商工会議所が主

催する各種研修会（時事テーマに関する事項等）や（一社）埼玉県商工会議所連合会の商工団体職員

を対象とした研修会、中小企業大学校東京校主催の経営指導員向け研修会等へ積極的に参加する。さ

らに当会議所で開催する経営セミナーへの参加を促し、支援能力の向上を図る。 

 

②OJTによる支援スキルの向上  

ヒアリングを行った際に、経営支援員にも役立つと判断する内容であれば、以降の相談時に経営支

援員も同行（同席）させ、支援方法を体得してもらう。業者と接点ができることでその分野の相談案

件については支援員が対応できるような体制を構築する。支援経験の豊富な職員と経験の浅い職員が
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チームで小規模事業者を支援することを通じてOJTを実施し、組織としての支援能力の底上げを図る。

また、専門家を活用した支援を行う際は、経営指導員等の同行（同席）を徹底させ、ノウハウを習得

する。 

 

③職員間の定期ミーティングの開催 

現在、全体会議（朝礼）を週に1回、各課の会議を月に1回実施し、情報の共有を行っている。この

ミーティングは継続させ、その上でまずは、中小企業支援課の会議で、研修等へ参加した経営指導員

等による研修内容の共有や研修で得た最新の支援ノウハウや知識を共有する。内容によっては、全体

会議で一般職員にも共有し、意見交換等を行うことで、職員の支援能力の向上を図る。 

 

④データベース化 

支援状況の共有化を図るため、担当経営指導員等が、巡回・窓口等にて支援した情報を基幹システ

ム（TOAS）へ登録し、小規模事業者の支援状況等を職員全員が共有できるようにする。これにより、

担当外の職員でも一定レベル以上の対応ができるようにするとともに、支援ノウハウを蓄積し、組織

内で共有することで支援能力の向上を図る。 

 

⑤DX に向けた ICTツール活用 

事業者の課題解決につなげられえるような ICT ツールを提供するための情報収集と手法を学ぶ。主

に事業者が取り組み易いキャッシュレス取引やクラウド会計システム、SNSの活用方法から学んでい

き、できるだけ職員と事業者の双方が障壁にならないよう工夫する。 

 
１１．他の支援機関との連携を通じた支援ノウハウ等の情報交換に関すること 

（１）現状と課題 

【現状】 

埼玉県北部の商工団体を構成員としたビジネス・パワーアップ・プロジェクト連携機関会議が開催

されており、共同で事業を実施した指導事例等の情報交換を行っている。 

 
【課題】 

相談内容が高度化しており、高度な専門知識および支援ノウハウが求められている。各関係機関と

の連携強化や、情報交換、研修等に参加し、さらなる支援スキルの向上を図る必要がある。 

 

（２）事業内容 

①ビジネス・パワーアップ・プロジェクトへの参加 

ビジネス・パワーアップ・プロジェクトは、商工会と商工会議所が連携して、高度・専門化してき

た小規模事業者等の経営課題に対し、経営指導員等が高度な専門知識を有した専門家や金融機関等と

の連携強化を図りながら、小規模事業者等に専門性・満足度の高い（成果の上がる）支援を行うとと

もに商工団体の広域連携の推進や経営指導員の専門性の向上を通じた商工団体の機能強化を目的と

した取り組みである。現在、埼玉県北部地域では深谷商工会議所を代表機関として、4つの商工会議

所（深谷商工会議所、熊谷商工会議所、秩父商工会議所、本庄商工会議所）と 7 つの商工会（寄居町

商工会、くまがや市商工会、ふかや市商工会、児玉商工会、上里町商工会、美里町商工会、神川町商

工会）が所属し、協力機関として株式会社日本政策金融公庫熊谷支店が所属している。 

毎月 1回、連携機関会議を開き、広域連携支援のあり方の協議、商工団体における支援事例等の共

有を図り、経営指導員のスキルアップにつなげている。 

また、秩父地域でも同様に、秩父商工会議所と 4商工会（荒川商工会、皆野町商工会、長瀞町商工

会、西秩父商工会）が組織した会議を毎月 1回開催している。同会議に於いては、経営革新計画の策

定支援事例などを発表する機会を設け、経営指導員のスキルアップにつなげている。また、支援者向

けの事業承継セミナーの開催など、支援スキルの向上を図る。 
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（別表２） 

 経営発達支援事業の実施体制 

経営発達支援事業の実施体制 

（令和５年１０月現在） 

（１）実施体制（商工会又は商工会議所の経営発達支援事業実施に係る体制／関係市町村の経営発達

支援事業実施に係る体制／商工会又は商工会議所と関係市町村の共同体制／経営指導員の関与体制 

等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第７条第５項に規定する経営指

導員による情報の提供及び助言に係る実施体制 

①法定経営指導員の氏名、連絡先 

■氏名：木村 悠一・大橋 聡 

■連絡先：秩父商工会議所 TEL：0494-22-4411） 
 

②法定経営指導員による情報の提供及び助言 

経営発達支援事業の実施・実施に係る指導及び助言、目標達成に向けた進捗管理、事業の評価・見

直しをする際の必要な情報の提供等を行う。 

当計画の法定経営指導員については、管轄面積が広いことから伴走支援を円滑に遂行するため２名

の配置を行うこととする。 
 

（３）商工会／商工会議所、関係市町村連絡先 

①商工会／商工会議所 

秩父商工会議所 

〒368-0046 埼玉県秩父市宮側町1-7 

TEL：0494-22-4411  /FAX：0494-24-8956 

E-mail：info@chichibu-cci.or.jp 

 

②関係市町村 

秩父市産業観光部産業支援課 

〒368-8686  埼玉県秩父市熊木町8-15 

専務理事 

事務局長 

（相談所長と兼務） 

中小企業相談所 

（中小企業支援課） 

中小企業相談所次長兼 

中小企業支援課長（経営指導員） 

法定経営指導員 ２名 

経営指導員   ２名 

経営支援員   ３名 

総務課 

総務課長 

一般職員 ２名 

嘱託   １名 

臨時職員 １名 

秩父市産業観光部

産業支援課 

 

横瀬町振興課 
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TEL：0494-25-5208  FAX：0494-25-0136 

E-mail：sangyo@city.chichibu.lg.jp 

 

横瀬町振興課 

〒368-0072  埼玉県秩父郡横瀬町横瀬4545 

TEL：0494-25-0114  /FAX：0494-23-9349 

E-mail：shinkou@town.yokoze.saitama.jp 
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（別表３） 

 経営発達支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                      （単位 千円） 

 
令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 令和 10 年度 

必要な資金の額 10,300 10,300 10,300 10,300 10,300 

 

経済動向調査 

 

需要動向調査 

 

経営状況分析 

 

事業計画策定支援 

 

事業計画策定後の

実施支援 

 

新たな需要の開拓

に寄与する事業 

 

事業の評価及び見

直し 

 

経営指導員等の資

質向上等 

 

他の支援機関との

連携を通じた支援

ノウハウ等の情報

交換 

 

250 

 

200 

 

500 

 

1,800 

 

100 

 

 

7,150 

 

 

50 

 

 

150 

 

 

100 

 

250 

 

200 

 

500 

 

1,800 

 

100 

 

 

7,150 

 

 

50 

 

 

150 

 

 

100 

 

250 

 

200 

 

500 

 

1,800 

 

100 

 

 

7,150 

 

 

50 

 

 

150 

 

 

100 

 

250 

 

200 

 

500 

 

1,800 

 

100 

 

 

7,150 

 

 

50 

 

 

150 

 

 

100 

 

250 

 

200 

 

500 

 

1,800 

 

100 

 

 

7,150 

 

 

50 

 

 

150 

 

 

100 

 

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

調達方法 

 

会費収入、国補助金、埼玉県補助金、秩父市・横瀬町補助金、手数料収入 

 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 
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（別表４） 

 経営発達支援計画を共同して作成する商工会又は商工会議所及び関係市町村以外の者を連携して経

営発達支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 

並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 

連携して実施する事業の内容 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携して事業を実施する者の役割 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携体制図等 

① 

 

 

 

 

 

② 

 

 

 

 

 

③ 

 

 

 

 

 

 

 

 


